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今年度の重点目標 成果と課題 次年度の取組

１　教育力強化策を推進する
　　～「特色ある教育プログラム・教育システム」の開発を進め、進路実績の向上を図る。
　(1) 教員の指導力（教科・生活）の教科を図る。
　(2) 中高一貫教育を確立する。
　(3) 理数教育を推進する。
　(4) SSH事業を推進する。
　(5) 独自の進路指導プログラムを展開する。

（１）～（５）を担当する
分掌では、それぞれ目
標達成に向けての活
動が行われた点では
評価は高いが、連鎖性
に欠けたことと全体で
の検証が行われな
かった。

同様の重点目標が継
続されることが予想さ
れる。各担当分掌での
ＰＤＣＡを確実に行い、
全体でのＰＤＣＡも行
う。

平成２７年度　自己点検・自己評価（報告）

学校法人静岡理工科大学　静岡北高等学校 廣住雅人

学校教育目標

１．常に誠実で、清らかな心をもって物事に真剣に取り組むことができる人材を育成
する。２．現状に甘んじることなく、日々新しいものを創り出そうとする気持ちをもち、
何事にも積極的に挑戦していく人材を育成する。
３．技術の進歩が著しい今日、大学院・大学・専門学校という高等教育機関の場に
おいて、高度な科学技術を習得できるように、基本的な学習を身に付ける。

【総合評価】
校訓の「質実剛健」、「創意実践」を要にして、学校目標に
近づくために、教職員が励み、生徒が努力した１年であっ
た。特に、学校目標１に掲げている「誠実」、「清らかな心」
を持った生徒が増え、教員の生活指導が減少。集会（全
校・学年）での態度も良好である。学校満足度の結果にも
表れているように、学校に対して厚い信頼を寄せている生
徒が多くいることが本校の強みである。今後も教職員が一
体となって教育活動を展開するとが発展に繋がると信じて
いる。

教育方針 将来、科学技術に夢と希望をもち、創造性豊かな人材育成の基礎をつくる。

４　目標入学者数を達成する
　　～目標入学者数を確保し、健全な運営体質の維持を図る。
　　(1)　教育内容をアピールする広報活動を展開する。
　　(2)　他校との差別化を図れる広報媒体を作成する。
　　(3)　来るべき募集対象人口激減期への対応策を検討する。

広報活動の始まりである
「体験入学」において、中
学３年生とその保護者で
２，０１５人を集客できた
ことは、静岡北高校への
関心度が窺えた。学則定
員４４０人に近づけること
を最良策として、分析や
広報活動や行ってきた
が、結果的には定員超
過となってしまった（＋４
１人）。

募集地域で約１８０人
の中学３年生が減少
する。その他の外部環
境も考慮しながら、平
成２９年度入試を分析
し、学則定員４４０人に
近づける。

５　学校経営方針を実現するための教育活動の展開及び教育環境を構築する
　

上記４点を実現するた
めに、それぞれの分掌
で取り組んできた。た
だし、日常業務に追わ
れながらのことなの
で、活動の展開・教育
環境の構築は遅滞気
味である。

教育活動の展開や教
育環境の構築のため
に、日常業務の精査を
行う必要があり、教職
員のベクトルを合わせ
て取り組んでいく。

２　法人内連携教育の教科を図る
　　～法人内大学、専門学校との連携教育を、受益者のメリットを際立たせる教育プログラムへ改編
し、
　　　 高・大一貫コース、高・専一貫コース生を核として、志願者の増加を図る。
　(1) 一貫教育の魅力あるプログラムを再構築する。
　(2) 大学、専門学校の認知度や魅力を高める広報活動を展開する。
　(3) 大学、専門学校の有益な情報をリアルタイムで広報する。

高・大一貫教育について
は、昨年度に続きワーキ
ンググループでの検討が
続き、これまでの教育に
対するブラッシュアップに
繋がった。高・専一貫教
育については、高・専連
絡会議が定期的に行わ
れ、担当者間の意見交
換が十分に行われてい
る。

引き続き、ワーキング
グループや連絡会議
で情報を共有し、高校
側にとっても大学・専
門学校側にとっても、
質と量の獲得に努め
る。

３　国際化教育の充実を図る
　　～国際理解や国際交流に貢献できるグローバル人材を育成する。外国語を通じて言語や文科の
理解、
　　情報や考え方を的確に理解したり、適切に伝えたりするコミュニケーション能力を育成する。
　　(1)　英語力は勿論のこと、異文化理解、他人との受容力や対応の柔軟性を育む。
　　(2)　受験英語の学習とともに、英語力を育む学習機会を研究する。
　　(3)　情報や考え方などを適切に発信し得る力を身につけさせる学習法を検討する。

これまで提唱していた
国際化が、周囲の影
響もあり、一気に活発
化してきた。海外との
連携が多いことによ
り、こちらから出かけた
り、海外校が来校する
機会が多いので、環境
的には非常に恵まれ
ている。

英語４技能の習得を目
指すとともに、話せる
英語の習得と、機会を
得たらその英語を発信
できる能力を身につけ
ることを指導する。
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適切な教育課程が編
成され、学習目標・計
画が明示され、日常の
学習活動を効果的に
展開する。

教育課程、学習目標・
計画・指導、課題実
施、学習状況把握

　次期学習指導要領
見据えながら、自校の
教育プログラムの推進
を図る。
　家庭学習（探究型学
習）の定着を図る。
　コース制の変更に伴
う、生徒の進路（コー
ス）選択に対して適切
な助言指導を行う。

日常業務的には、評価
項目を概ね達成した。
　次期学習指導要領
実施に向け、改訂の狙
いをふまえ、本校の現
状と将来像を鑑み教
育課程を編成した。

次期学習指導要領に
関する研究は、教員へ
の情報提供にとどまっ
た。教科部会で情報交
換をすることで進度・
内容に関する調整を
図ることはできた。また
授業アンケートをもと
にした授業改善は行
われたものの、十分な
スキルアップ研修は行
われなかった。

次期学習指導要領に
基づいた新教育課程
の編成をにらみなが
ら、中高の接続や学科
再編等の検討を考え
る。また、個々の教員
のスキルアップをして
いくことで、どの教員も
個々の生徒の学習レ
ベルに適した授業展開
を行う教育環境を整え
る。

設定された教育目標
にそい学校経営計画
書が作成され、それに
基づいた教育活動を
展開する。

教育目標、学校経営
計画書、教育活動

年度末には教育目標が
ほぼ達成されているが、
年度初めの計画に従い、
年度途中での進捗状況
に遅滞が生ずることのな
いようにする。

法人、学校としての教育
目標が掲げられ、前年度
の反省棟を含みながら、
学校経営計画書が作成
され、教員各人への落と
し込みが図られた。

校長との情報交換を
密にすることで、各教
員が自分のミッション
をよく理解し、計画され
た施策を実行し、外部
から高い評価を受ける
教育を展開した。

成果に満足することな
く、各分掌官の連携を
とりながら、高校教育
改革・大学教育改革を
見据えながら学校経営
に挑戦する。

学校の方針に基づい
た進路指導を展開し、
個々の生徒の進路希
望に即した緻密な指導
を実行する。また、本
校独自のキュリア教育
を実施する。

学校の方針に基づく進
路指導、生徒への情
報提供、個々の生徒
への対応、就職指導、
進学指導、キャリア
パートナーシップ事業

これまでの成果に満悦
することなく、時代の主
流を捉え、各界に求め
られる人材の育成を図
れるような教育プログ
ラムを再構築する。

上級学校への進学か
ら就職に至るまで、そ
して、平日の放課後の
講座や隔週土曜日の
講座（サタデースクー
ル）等、生徒の「夢の
実現に向け頑張るが
好き」を叶えるために、
教員一丸となっての指
導が行われた。

日常生活の中で生徒自らが
PC教室の利用による情報
収集や教員からの情報提
供により、早期段階から進
路意識を高める教育活動を
実践することができ、確固た
る進路実績を成果として残
すことができた。また、キャ
リアパートナーシップに関し
ては、法人内・間の高等教
育機関の協力を得ながら、
受け入れ事業所を拡大する
ことができた。

高校卒業後のさまざま
な進路選択があると同
時に、その後も「単線
型キャリア」、「複線型
キャリア」等、生徒の将
来は多種・多様であ
る。それに対する基本
的指導を教員の共通
理解のもと行う。

健全な高校生活を送
れるような生徒への啓
発活動を行い、個々の
生徒へのサポート体制
を家庭との協力のもと
確立し、生徒理解に努
める。また自立した生
徒の育成のための支
援をする。

生徒への啓発活動、
家庭との連携、事前・
事後指導体制、人間
教育、生徒理解、基本
的な生活習慣の確立、
自立した生徒の諸活
動

心の成長を促進するよ
うな学校行事の計画
や、生徒が積極的に外
部との交流に参加でき
るような計画を立案し、
価値観が多様化してく
る社会を自ら知り、自
ら解決していく能力を
高めさせたい。

問題行動が０になった
訳ではないが、年々発
生件数は減少してい
る。理由としては、入
学生との心の成長と、
それを促す教員の指
導力がある。問題発生
時の初動と、その後の
対応が効力を発揮して
いる。

学校全体では生徒指
導課、学級では担任に
よる指導がタイムリー
に展開され、問題行動
を起こした生徒への対
応や悩みを抱える生徒
への対応が迅速かつ
的確に行われた。

問題行動を起こさない
といった気持ちを持て
る生徒を育成する。ま
た、一層複雑になる社
会環境の中で、心の病
を抱える生徒たちに対
しては、個々の生徒に
応じた適切な指導体制
を整える。加えて、社
会に出る心構えとし
て、改めて基本的な生
活習慣を確立する。

生徒の健康管理のた
めの検診計画を作成・
実行し、疾病者に対す
る治療勧告を確実に
行う。また部活動の活
性化を図り、ボランティ
ア活動に積極的に取り
組む。

検診計画、健康管理
指導、運動部・文化部
の活性化、ボランティ
ア活動への参加

生徒の保健委員会を
活性化させ、健康管
理、怪我防止への日
常の呼びかけを行って
いく。利用人数が増加
傾向にある心の相談
で来室した生徒への対
応を、生徒相談員やス
クールカウンセラーと
連絡を密に取り合い行
う。
保健室の管理（薬品、
個人情報）機能を高め
る。

生徒・教職員の健康診
断受診率を高めること
ができた。各種検診で
は、これまでの実施方
法に改良を加え、全体
検診時間の短縮を図
れた。安全衛生委員会
の機能を高めることが
課題である。

校医との連携を取りス
ムーズな検診を実施でき
たが、治療勧告に関して
は、昨年同様三者面談も
通じて保護者の協力も得
た。県大会出場運動部、
東海大会出場運動部、
全国大会出場運動部と
活躍が目立った。

治療勧告が出た生徒
は、確実に直させる指
導を徹底する。また、
運動部・文化部共に今
年度以上の成果が残
せるような活発な活動
を展開する。

日常から防災に対する
意識を高め、予期せぬ
災害時に適切な対応
ができる体制作りをす
ることが必要。また、学
校としても校内の危険
個所の定期的な点検、
スクールバスの安全運
行といった意識を常に
持ち合わせることが必
要。

防災訓練（校内・校
外）、災害時の対応、
安全な教育環境、安全
なスクールバスの運行

震災に遭った際、今ま
ではマニュアルにのっ
とっての集団行動が主
であったが、今後は、
個々に生き抜く意識の
高揚とその実践的防
御を指導することが大
切と考える。防災教育
を推進する。

防災訓練は、時間的
制約もあり、避難経路
の確認と、津波被害を
想定して高所への迅
速な移動を行った。ス
クールバスの運転手
安全運転講習も実施さ
れ、安全運手に対する
意識は常に高いもの
がある。

校内の危険箇所に関
しては、学期の初めと
終わりに危険個所の
確認を実施した。ス
クールバスの運行に関
連しては、公共の避難
場所地図の配備、安
全運転講習を実施し
た。

防災意識の継続的啓
発活動の実施と安全
管理に関しては、現状
以上に意識を高める。
加えて、教員の危機管
理に対する意識をさら
に強める。

法人のスケールメリッ
トをいかし、本校独自
の高・大、高・専一貫
教育を推進し学園全
体の活性化を図る。ま
た、課題研究を推進し
他校との差別化を図り
つつ、進路実績につな
げる。

高・大一貫教育、高・
専一貫教育、外部機
関との連携教育、SSH
事業への取り組み、課
題研究

高大一貫教育・高専一
貫教育の内容の検証
と検討。
社会で求められる課題
発見力、課題解決力、
プレゼンテーション力、
コミュニケーション力を
身に着けさせるために
課題研究を推進させ
る。

静岡理工科大学進学
者・法人内専門学校進
学者の安定した数の
送り込みができた。
開催１２回を重ねた課
題研究発表会も対象
者が増え、運営方法に
も改善が加えられた。

高・大一貫教育に関し
ては、大学と高校間で
ワーキンググループを
作り、平成28年度入学
生からの実施に準備を
進めた。高・専一貫教
育に関しては、高・専
連絡会や普通科・学年
部からの意見・要望が
専門学校側に理解さ
れ、諸活動に反映され
ている。

高・大一貫教育に関して
は、ワーキンググループの
答申を受けプランを推進す
るため法人・大学・高校の
経営サイドの協力を得なが
らプログラムの充実を図る。
高・専一貫教育に関して
は、高校・専門学校の教員
の意識にずれが生じないよ
うに、より連携を密にしなが
ら思い切った改革を検討す
る。また課題研究について
は、連携機関を海外に求め
幅を広げ、さらにはより生徒
主体の取り組みに移行して
いく体制を構築する。
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学校の教育内容が問
われる時代、教職員の
資質向上が常に求め
られるので、計画的か
つ時代が求める教師と
なっていくための研修
を的確に実施し、各教
職員が個々のスキル
を上げていく体制作り
をする。また、研修内
容を共有化していくた
めのシステム作りをし
ていく。

計画的な研修体制の
確立、郊外研修への
参加、研修報告会の
実施

系統的・継続的な実施
のために、教職員必須
の研修や、時流に即し
た研修を計画する。

予備校等における教
育研修セミナ－継続的
な参加により、指導力
向上に繋がっている。
　教員が単独で参加し
た研修については、職
員会議を利用して報告
し情報の共有化を図っ
ている。

教職員の資質・指導力
向上のため、重点目標
に基づいた校内研修
計画が、立案・実行さ
れ積極的に参加した
面もうかがえたが、理
解・実行面・フィード
バックの面で希薄で
あった。また、報告書
の回覧はされたもの
の、報告会は実施され
なかった。

時代をとらえた研修内
容を精選して実行し、
さらに積極的な参加意
識を持った教員集団が
結成していく。さらに研
修報告会を実施すると
共に、次に何をしたら
よいのかを考える話し
合いを実施していく。

組織的な校務分掌体
制を整え、規律をもっ
て教職員が服務を全う
しする。また計画的な
予算編成を中長期的
な観点を考え行い、日
常の経理業務を正しく
管理する。加えて個人
情報に関する管理、公
文書管理を適切に行
なう。さらに保護者・地
域と連携した活動を展
開する。

効果的な学校運営体
制の確立、組織的な校
務分掌体制、規律正し
い勤務体制、連携した
危機管理体制、計画
的な予算執行、中長期
計画の策定及び遂
行、経理業務の管理、
個人情報保護、公文
書の管理、情報収集
体制の確立等、効果
的な活用がされている
かチェック機能の確認
をする。

効果的な学校運営体
制の確立、組織的な校
務分掌体制、規律正し
い勤務体制、連携した
危機管理体制、計画
的な予算執行、中長期
計画の編制及び遂
行、経理業務の管理、
個人情報保護、公文
書の管理、情報収集
体制の確立等、効果
的な活用がされている
かチェック機能の確認
をする。

委員会やﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ等で
今日的な本校の進む
べき道が検討され発表
された。
　ウェブフロー・システ
ム（文書の電子化、電
子印）の導入により、
情報と文書の管理が
適切に行われた。

評価項目・達成目標に対しての
態勢づくりは希薄であった。ま
た、部長会を通じて横の連携に
努めたが、いま一つ共通理解に
欠けるものがあった。職員の服
務意識に関する啓発はしっかり
と行われた。危機管理に関して
は、法人の連絡がやや遅かっ
た。経理関係のことに関しては、
管理。予算編成・執行共にしっ
かりと行うことができた。情報管
理に関しては、プリントアウトさ
れたものがプリンター上に放置
されるなど若干の甘さがある。
文書管理については、稟議書・
報告書関係の保存を電子化す
るシステムを作ったが、逆に処
分する体制作りができていな
い。

組織をスリム化することによ
り円滑な組織運営ができる
ようにする。また、些細なこ
とであっても報告・連絡・相
談をしていくことで、情報の
共有化を行い風通しの良い
組織づくりをしていく。経理
業務に関しては、中小期計
画も時流で変化しているの
で、それに伴って予算計画
も変更していく。また、コンプ
ライアンスが求められる時
代の中の学校として、情報
の管理意識、教職員の規範
意識についても、継続して
啓発活動をしていく。

施設設備の美化と定
期的な点検を確実に
行い安全管理に努め、
生徒たちにしっかりとし
た学習環境を整備す
る。

効果的な施設利用と
環境美化、施設・設備
の点検、学習環境の
整備、図書館の活用

日常的に使用する施
設や用具、備品による
事故・怪我が起こらな
いようにチェック体制、
教職員の危機管理体
制を構築する。
節電への取り組みを行
うる

生徒が求める書籍（大
学進学、進路選択、
SSH研究関連、等）
は、年々充実してき
た。校舎も新たに増築
し、小教室授業に支障
が無くなった。施設・設
備の定期点検も実施さ
れた。

大事な行事前教室整備で
ワックスを掛けることが習慣
化され、あえて実施日をもう
けず実行された。また、修理
依頼に関しては口頭で受け
た部分もあったが、「修理
願」を提出しての対応がほ
ぼできた。図書に関しては、
取り組む生徒が広がる課題
研究に関しての関連図書を
充実させることができた。

小教室の使い方指導と清掃
を確実に行う。修理依頼に
関しては、文書で行うことを
徹底する。また、生徒会の
美化委員会を通じて美化意
識の啓発活動を実施する。
図書館に関しては、放課後
の利用も考え照明を明るく
する施設改善を実施する。

学校を支えてくれる保
護者の会や外部団体
との連携を強化し、学
校運営を側面から支
援してくれる組織の意
見を受け入れながら、
更なる本校の発展を目
指す。

保護者の会との情報
交換、学校運営に対す
る外部団体の参画、外
部要望の学校運営に
対する反映、保護者に
対する協力依頼

ねらいの原点に戻り、
学校を支えてくれる保
護者の会や外部団体
との連携を強化し、学
校運営を側面から支
援してくれる組織の意
見を受け入れる方法を
再構築し、本校の更な
る発展を目指す。

保護者の会が、講演
会や広報誌など、自ら
積極的に活動をすす
めることで活性化して
きた。学校の教育を理
解し、教育活動に協力
的な保護者の会に成
長しつつある。

保護者の会との間では、
定例会をスムーズに実
施するために、三役と事
前に口頭での説明と意
見交換を行い連携を取る
ことができた。また、キャ
リアパートナーシップに
ついては、法人内の大
学・専門学校の協力を得
て、独自に企業開拓を行
うことができた。

保護者の会との定例
会がルーチンで終わる
ことなく、積極的な意見
交換の場として発展さ
せていく。また、新たな
支援団体の協力を得
てキャリアパートナー
シップを展開する。さら
に地域住民が本校に
足を向けたくなるような
イベントをSSH事業を
中心に展開していく。
そのためにも広報媒体
としてホームページを
積極的に活用し情報を
発信を行う。
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